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課題

○こういった状況も踏まえ、2016年4月に女性活躍推進法が全面
施行され、301人以上の大企業に一般事業主行動計画の策
定・届出等の義務が課され、届出率は98.9％（令和３年３月
末時点）となっており、さらに法改正によって行動計画の義務対
象は2022年4月から101人以上の企業に拡大されるところ。

○このように行動計画の策定等は義務とされた一方、行動計画に
基づく「取組の実施」や、行動計画に定められた「目標を達成する
こと」については、法改正後も引き続き努力義務とされている。

○実際に、計画を策定していても取組を実施していない企業も一
定数存在しており（※1）、さらに日本・東京商工会議所が令和
２年９月に発表した調査では取組の実施や目標の達成に課題
を抱える企業が多く存在することが示唆されている（※2）。
（※1）300人以上2.7％、100～299人19.7％、30～99人
37.7％（JILPT「女性活躍と両立支援に関する調査」（平成
30年1月）
（※2）「多様な人材の活躍に関する調査」（令和２年９月）

現状分析

○我が国の民間企業における女性活躍の状況としては、
①管理職に占める女性の割合の観点では、課長級に占
める女性の割合は11.4％であり上昇傾向にあるものの、
女性が労働力人口の44.3％を占めていることと比較す
ると低く、
②男女間の平均勤続年数の観点でも男性の平均勤続
年数13.4年に対して女性が9.3年となっており、その差
は縮小傾向にあるものの依然として女性の勤続年数は
男性と比較して短い、 といった状況にある。
出典：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」

令和４年度
予算案

168百万円

【インプット】

コンサルティング希望企
業の掘り起こし等に向け
て女性の活躍推進企業
データベース内にコンテン
ツ（法制度・事業内容
等の周知）を設け運用

②コンサルティング件数
令和４年度：約5,000社

①説明会回数
令和４年度：47回

①説明会に参加した企
業で、「懸案であった
自社の女性活躍の課
題解決の参考になっ
た」と回答した企業の
割合
令和４年度：80％

②コンサルティングした企
業のうち、「懸案であっ
た自社の女性活躍の
課題解決に参考に
なった」と回答した企業
の割合
令和４年度：80％

・えるぼし認定企業数
令和７年度：2,500社

・民間企業における女性の管
理職割合
令和7年度：
部長級 12％
課長級 18％
係長級 30％

出典：「第5次男女共同参
画基本計画」（令和２年
12月25日閣議決定）

【アクティビティ】 【アウトプット】 【短期アウトカム】 【長期アウトカム】 【インパクト】

男女労
働者の均
等な機会
と待遇の
確保対
策、女性
の活躍推
進、仕事
と家庭の
両立支
援等を推
進すること

事業概要
【☑新規 □既存 □モデル □大幅見直し】

○新たに義務化される中小企業も含めた事業主を対象
として、自社の課題を踏まえた取組内容のあり方、定
められた目標の達成に向けた手順等について、説明会
や個別企業の雇用管理状況に応じたコンサルティング
（オンライン・メール・電話・個別訪問）を実施

女性活躍推進説明会
（法制度・事業内容等
の説明）の開催

個別企業の雇用管理
状況に応じたコンサル
ティング（オンライン・メー
ル・電話・個別訪問）を
実施

③コンサルティングした企
業での女性の離職率
又は雇用者数が改善
した割合
令和４年度：80％


